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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ギャップを存して対向配置される磁気ヘッドと送りローラとを有し、これら磁気ヘッド
と送りローラとの間に搬送される媒体の磁気情報を前記磁気ヘッドによって検知する検知
手段と、
　前記送りローラを取付けるローラユニット部と、
　このローラユニット部を前記磁気ヘッドに対し接離する方向に移動自在に取付ける固定
ユニット部と、
　この固定ユニット部と前記ローラユニット部の一端部間に跨って設けられる第１の偏心
シャフト及び他端部間に跨って設けられる第２の偏心シャフトを有し、前記第１及び第２
の偏心シャフトを個別に回転させることにより、前記磁気ヘッドに対して前記ローラユニ
ット部の一端部側または他端部側を移動させて前記磁気ヘッドと送りローラとの間のギャ
ップを調整する調整手段と
　を具備することを特徴とする磁気検知装置。
【請求項２】
　前記第１及び第２の偏心シャフトは同一線上から互いに変位して配置されていることを
特徴とする請求項１記載の磁気検知装置。
【請求項３】
前記ローラユニット部は、一端部に第１の立上部、他端部に第２の立上部を有するブラケ
ットを備え、このブラケットの第１の立上部と前記固定ユニットの一端部との間に跨って
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前記第１の偏心シャフトが設けられ、前記プレート材の第２の立上部と前記固定ユニット
の他端部との間に跨って前記第２の偏心シャフトが設けられることを特徴とする請求項１
記載の磁気検知装置。
【請求項４】
前記固定ユニット部を固定的に支持し、前記ローラユニット部を移動自在に支持する支持
フレームを備える請求項１記載の磁気検知装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、例えば、有価証券等の媒体を鑑査する鑑査機に適用され、媒体に印刷された磁
気インクを検知する磁気検知装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
この種の磁気検知装置はギャップを存して対向配置される磁気センサと送りローラ機構と
を備えている。媒体は磁気センサと送りローラ機構との間を通過することにより、その印
刷された磁気インクが検出されるようになっている。
【０００３】
この磁気インクの検出時には、媒体は磁気センサの表面上を接触しながら通過する必要が
あるため、媒体は送りローラによって磁気センサの表面に押し付けながら搬送されるよう
になっている。
【０００４】
また、磁気センサは固定的に設置され、送りローラは回転自在に設置されるため、これら
は互いに接触しないように一定のギャップを存して配置される。
【０００５】
ところで、送りローラ機構は磁気センサの表面に対し近づけられたり、遠ざけられたりし
て磁気センサの表面と送りローラの表面との間のギャップが調整されるようになっている
。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、従来においては、送りローラ機構を特定の位置に固定している固定ネジを
緩めたのち、送りローラ機構を直接、押し引きして移動させることによりギャップを調整
していたため、精密な調整が困難で調整時間も長くかかっていた。
【０００７】
また、回転シャフトにその軸方向に亘って多数個の送りローラを取付けて、広いエリアを
同時に押さえる送りローラ機構では、回転シャフトの軸方向の各場所でそれぞれ均一なギ
ャップに調整することが困難なものとなっていた。
【０００８】
本発明は上記事情に着目してなされたもので、その目的とするところは、磁気ヘッドと送
りローラとの間のギャップを容易に精度よく調整できるようにした磁気検知装置を提供す
ることを目的とする。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　上記課題を解決するため、請求項１記載の発明は、ギャップを存して対向配置される磁
気ヘッドと送りローラとを有し、これら磁気ヘッドと送りローラとの間に搬送される媒体
の磁気情報を前記磁気ヘッドによって検知する検知手段と、前記送りローラを取付けるロ
ーラユニット部と、このローラユニット部を前記磁気ヘッドに対し接離する方向に移動自
在に取付ける固定ユニット部と、この固定ユニット部と前記ローラユニット部の一端部間
に跨って設けられる第１の偏心シャフト及び他端部間に跨って設けられる第２の偏心シャ
フトを有し、前記第１及び第２の偏心シャフトを個別に回転させることにより、前記磁気
ヘッドに対して前記ローラユニット部の一端部側または他端部側を移動させて前記磁気ヘ
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ッドと送りローラとの間のギャップを調整する調整手段とを具備する。
【００１１】
【発明の実施の形態】
以下．本発明を図面に示す実施の形態を参照して詳細に説明する。
【００１２】
図１は有価証券等の媒体（以下、券という）を鑑査しその鑑査結果に応じて区分処理する
鑑査機を示す全体構成図である。
【００１３】
図中１は鑑査機本体で、この鑑査機本体１の一側部にはディスプレーパネル２及びオペレ
ーションパネル３が設けられている。オペレーションパネル３の近傍には、券を投入させ
る供給部４が設けられ、この供給部４に投入された券は取出ローラ５により一枚ずつ取出
されるようになっている。ディスプレーパネル２の下方部には排除すべき券を集積する排
除券集積部６が設けられている。
【００１４】
取出ローラ５によって取出された券は第１の搬送路８を介して検査部９に搬送される。検
査部９には選択的に使用される各種の検知器群９Ａが設けられている。第１の搬送路８の
終端部には第１の分岐ゲート１０を介して第２の搬送路１１及び排除用搬送路１２が接続
されている。
【００１５】
第２の搬送路１１には第２乃至第５の分岐ゲート１４～１７を介して第１乃至第４の集積
部１９～２２が接続されている。第１乃至第４の集積部１９～２２にはそれぞれ結束部２
４～２７が設けられている。さらに結束部２４～２７の前方部には結束された券束を収納
する収納部２９～３２が設けられている。
【００１６】
一方、第２の搬送路１１の終端部には第６の分岐ゲート３４を介して検査集積部３６及び
裁断部３７が接続されている。
【００１７】
次に、鑑査機の処理動作について説明する。
【００１８】
供給部４に投入された券は取出ローラ５の回転によって一枚ずつ取り出される。この取出
された券は検査部９へ搬送され、この検査部９を通過することにより券の磁気情報が検査
される。そして、この検査された券は、その検査結果に基づいて第１の分岐ゲート１０の
動作により第２の搬送路１１或いは排除用搬送路１２に振り分けられる。排除用搬送路１
２に振り分けられた券は排除券集積部６に集積される。第２の搬送路１１に振り分けられ
た券は第２乃至第６の分岐ゲート１４～１７、３４の動作により第１乃至第４の集積部１
９～２２、或いは、検査集積部３６又は、裁断部３７に送られる。第１乃至第４の集積部
１９～２２に送られた券は所定枚数、例えば、１００枚集積されると、結束部２４～２７
で結束され、収納部２９～３２に収納される。
【００１９】
ところで、上記した各種の検知器群９Ａの一つに磁気検知装置としての記番号磁気検知ユ
ニット４０がある。この記番号磁気検知ユニット４０は券に印刷された磁気インクを検出
するものである。
【００２０】
図２は磁気検知ユニット４０を示す斜視図で、図３はその平面図、図４はその正面図であ
る。
【００２１】
磁気検知ユニット４０は券の搬送路（ギャップ）を介して対向配置される検知手段として
の磁気ヘッド４１と送りローラ機構４２とを有して構成される。磁気ヘッド４１と送りロ
ーラ機構４２とはそのリヤ側が支持フレーム４４に固定されている。
【００２２】
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送りローラ機構４２は固定ユニット部４５とこの固定ユニット部４５の下面側に移動自在
に設けられるローラユニット部４７とによって構成されている。ローラユニット部４７は
磁気ヘッド４１に対し接離する方向に移動自在で、固定具４６…によって固定ユニット部
４５に固定されている。
【００２３】
ローラユニット部４７には上、下部の送りローラ４８ａ，４８ｂが取付けられ、これら上
、下部の送りローラ４８ａ，４８ｂは磁気ヘッド４１に対向されている。上、下部の送り
ローラ４８ａ，４８ｂは回転シャフトにその軸方向に亘って複数個取付けられ、互いにそ
の一部を入れ子状態にして配置されている。
【００２４】
ローラユニット部４７の上面部にはブラケット５０が固定的に設けられ、その一端側には
第１の立上片５０ａ、他端側には第２の立上片５０ｂが一体的に形成されている。
【００２５】
固定ユニット部４５のフロント側には調整手段としての第１の偏心シャフト５１が取付け
られ、この第１の偏心シャフト５１の先端側は図５の模式図にも示すように、ブラケット
５０の第１の立上片５０ａの縦方向に長い長孔５０ｃ内に挿入されている。
【００２６】
ブラケット５０の第２の立上片５０ｂには調整手段としての第２の偏心シャフト５２が取
付けられ、その先端部は固定ユニット部４５に形成された縦方向に長い長孔（図示しない
）内に挿入されている。
【００２７】
第１及び第２の偏心シャフト５１，５２の頭部５１ａ，５２ａにはそれぞれマイナスのド
ライバーを嵌合させる溝部５１ｂ，５２ｂが形成されている。
【００２８】
なお、第１及び第２の偏心シャフト５１，５２は同一線上に位置しないように同一線から
ずれて配置されている。
【００２９】
このように構成される磁気検知ユニット４０の磁気ヘッド４１と送りローラ４８ａ…，４
８ｂ…との間には券Ｋ（図４に示す）が送込まれて搬送され、その磁気インクが磁気ヘッ
ド４１によって検知される。このとき、券Ｋは送りローラ４８ａ…，４８ｂ…により磁気
ヘッド４１に接触するように押し付けられるようになっている。券Ｋが送りローラ４８ａ
…，４８ｂ…に良好に接触するためには、磁気ヘッド４１と送りローラ４８ａ…，４８ｂ
…との間のギャップが適正に維持される必要がある。
【００３０】
次に、磁気ヘッド４１と送りローラ４８ａ，４８ｂとの間のギャップＧの調整方法につい
て説明する。
【００３１】
まず、フロント側のギャップを調整する。この場合には、第１の偏心シャフト５１の頭部
５１ａの溝部５１ｂ内にマイナスのドライバーの先端部を嵌め込んで回転する。これによ
り、第１の偏心シャフト５１の先端側がブラケット５０の第１の立上片５０ａの長孔５０
ｃ内で回転してローラユニット部４７を矢印方向に移動させて磁気センサ４１と送りロー
ラ４８ａ，４８ｂとの間のフロント側のギャップを調整する。
【００３２】
しかるのち、リヤ側のギャップを調整する。この場合には、マイナスのドライバーの先端
部を第２の偏心シャフト５２の頭部５２ａの溝部５２ｂ内に嵌め込んで回転させる。これ
により、第２の偏心シャフト５２の先端側が固定ユニット部４５の長孔（図示しない）内
で回転してローラユニット部４７を矢印方向に移動させて磁気センサ４１と送りローラ４
８ａ，４８ｂとの間のリア側のギャップを調整する。
【００３３】
上記したように、この実施の形態によれば、偏心シャフト５１，５２の回転によって磁気
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人手により送りローラ機構を押し引きしてギャップを調整する場合と比較して精密な調整
が可能となる。
【００３４】
即ち、偏心シャフト５１，５２を回転させることにより、ギャップを小さくすることと、
大きくすることのどちらの方向に対しても同じ動作でできること、及び同じ変位が拡大さ
れることと、さらにドライバーのような一般工具を用いて調整ができることによる。
【００３５】
また、第１及び第２の偏心シャフト５１，５２を備えるため、複数箇所あるギャップのバ
ランスの調整が容易になる。これは偏心シャフト５１，５２はそれ自身が回転しない限り
はローラユニット部４７の位置を保持するので、１箇所のギャップを保持したままもう１
箇所の調整を独立に行えるためである。これによりこの実施の形態の磁気検知のように広
い検出エリアを要求される場合においてもエリア全体に渡って規定のギャップを容易な調
整で実現できる。
【００３６】
さらに、第１及び第２の偏心シャフト５１，５２は同一線上から互いに変位して配置され
ているため、第２の偏心シャフト５２をドライバで回転させる際に、第１の偏心シャフト
５１が邪魔になることなくスムーズに操作することができる。
【００３７】
なお、本発明は上記一実施の形態に限られることなく、その要旨の範囲内で種々変形実施
可能なことは勿論である。
【００３８】
【発明の効果】
本発明は以上説明したように、偏心シャフトの回転により、ローラユニット部を移動させ
て送りローラと磁気ヘッドとの間のギャップを調整するため、従来のように人手により送
りローラ機構を押し引きしてギャップを調整する場合と比較して精密な調整が可能となる
。
【００３９】
また、ローラユニット部と固定ユニット部との一端部間及び他端部間に跨ってそれぞれ第
１及び第２の偏心シャフトを設け、これら第１及び第２の偏心シャフトの回転によりギャ
ップを調整するため、広い磁気検知エリアが要求される場合においてもエリア全体に渡っ
て規定のギャップを容易に実現できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の一実施の形態である有価証券の鑑査装置を示す全体構成図。
【図２】同鑑査装置に備えられる磁気検知ユニットを示す斜視図。
【図３】同磁気検知ユニットを示す平面図。
【図４】同磁気検知ユニットを示す正面図。
【図５】同磁気検知ユニットに備えられる偏心シャフトを示す斜視図。
【符号の説明】
Ｇ…ギャップ、４１…磁気ヘッド（検知手段）、４４…支持フレーム、４５…固定ユニッ
ト部、４７…ローラユニット部、４８ａ，４８ｂ…送りローラ、５０…ブラケット、５０
ａ…第１の立上部、５０ｂ…第２の立上部、５１…第１の偏心シャフト（調整手段）、５
２…第２の偏心シャフト（調整手段）。
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